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(57)【要約】
　流動材料を収容し、流動材料を可撓性パウチから注出
するための注ぎ口を有する可撓性パウチ（１６）と共に
使用する閉鎖装置であって、注ぎ口と密閉係合可能なキ
ャップ部材と、キャップ部材から延びるクリップアセン
ブリ（１４）とを備えており、クリップアセンブリは、
第１のクリップ部材と、第１のクリップ部材に接続され
、かつ第１のクリップ部材と協働してパウチ受け入れス
ペースを画定する第２のクリップ部材とを備えており、
第１のクリップ部材及び第２のクリップ部材は、パウチ
の少なくとも一部がパウチ受け入れスペースに位置して
いるときに、第１のクリップ部材及び第２のクリップ部
材が、パウチを通る流動材料が流れを制限するように配
置される、パウチクリップ位置を有する、閉鎖装置。
【選択図】　図１



(2) JP 2017-517451 A 2017.6.29

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流動材料を収容し、前記流動材料を注出するための注ぎ口を有する可撓性パウチと共に
使用する閉鎖装置であって、
　前記注ぎ口の周囲に配置可能であり、前記注ぎ口と密閉係合可能であるキャップ部材と
、
　前記キャップ部材から延びるクリップアセンブリと
を備えており、
　前記クリップアセンブリが、
　　第１のクリップ部材と、
　　前記第１のクリップ部材に接続され、前記第１のクリップ部材と協働してパウチ受け
入れスペースを画定する第２のクリップ部材と
を備えており、
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材は、前記パウチの少なくとも一部
分が前記パウチ受け入れスペースに位置しているときに、前記第１のクリップ部材及び前
記第２のクリップ部材が、前記パウチを通る前記流動材料の流れを制限するように配置さ
れるパウチクリップ位置を有する、閉鎖装置。
【請求項２】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材は、互いに対して可動であり、パ
ウチクリップ位置で付勢される、請求項１に記載の閉鎖装置。
【請求項３】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材は、互いに対して固定されている
、請求項１に記載の閉鎖装置。
【請求項４】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材は、前記パウチを通る前記流動材
料の流れを抑制するように、前記パウチの少なくとも一部分の周囲に配置されている、請
求項１～３のいずれか一項に記載の閉鎖装置。
【請求項５】
　前記キャップ部材は、長手軸線を有しており、前記パウチ受け入れスペースは、長手軸
線を有しており、前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材が前記パウチクリ
ップ位置で前記パウチの周囲にあるときに、前記キャップ部材が前記パウチと間隔を有す
るように、前記キャップ部材の前記長手軸線は、前記パウチ受け入れスペースの前記長手
軸線から横方向にオフセットしている、請求項１～４のいずれか一項に記載の閉鎖装置。
【請求項６】
　前記第１のクリップ部材は、前記第２のクリップ部材に面する内側側面と、外側側面と
を有しており、前記キャップ部材は、前記第１のクリップ部材の前記外側側面から延びて
いる、請求項１～５のいずれか一項に記載の閉鎖装置。
【請求項７】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材はそれぞれ、前記パウチ受け入れ
スペースを画定するように協働する内側側面を有しており、前記第１のクリップ部材の前
記内側側面と前記第２のクリップ部材の前記内側側面のうちの少なくとも一方は、もう一
方の前記内側側面から離れる方向に湾曲している、請求項１～６のいずれか一項に記載の
閉鎖装置。
【請求項８】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材はそれぞれ、近位端及び遠位端を
有しており、前記第２のクリップ部材の前記遠位端は、前記第１のクリップ部材及び前記
第２のクリップ部材を前記パウチクリップ位置で固定するために前記第１のクリップ部材
の前記遠位端に接続可能である、請求項１～７のいずれか一項に記載の閉鎖装置。
【請求項９】
　流動材料を収容するための可撓性パウチと、
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　前記パウチから延びる頂部、前記パウチの内部に配置された底部、及び前記パウチから
前記流動材料を注出するための貫通チャネルを有する注ぎ口と、
　前記注ぎ口と密閉係合可能なキャップ部材と、
　前記キャップ部材から延びるクリップアセンブリと
を備える装置であって、
　前記クリップアセンブリが、
　　第１のクリップ部材と、
　　前記第１のクリップ部材に接続され、前記第１のクリップ部材と協働してパウチ受け
入れスペースを画定する第２のクリップ部材と
を備えており、
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材は、前記パウチの少なくとも一部
分が前記パウチ受け入れスペースに位置しているときに、前記第１のクリップ部材及び前
記第２のクリップ部材が、前記パウチを通る前記流動材料の流れを制限するように配置さ
れるパウチクリップ位置を有する、装置。
【請求項１０】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材はそれぞれ、内側側面及び外側側
面を有し、前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材は、前記第１のクリップ
部材及び前記第２のクリップ部材が前記パウチクリップ位置にあるときに、前記注ぎ口の
前記底部と噛み合って係合可能な前記内側側面に、互いに対向する注ぎ口受け入れ凹部を
有する、請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材は、互いに対して可動であり、パ
ウチクリップ位置で付勢される、請求項９又は１０に記載の装置。
【請求項１２】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材は、互いに対して固定されている
、請求項９又は１０に記載の装置。
【請求項１３】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材は、互いに対して固定されており
、前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材は、前記パウチを通る前記材料の
流れを抑制するように、前記パウチの少なくとも一部分の周囲に配置されている、請求項
９～１２のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１４】
　前記キャップ部材は長手軸線を有し、前記パウチ受け入れスペースは長手軸線を有し、
前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材が前記パウチクリップ位置で前記パ
ウチの周囲にあるときに前記キャップ部材が前記パウチと間隔を有するように、前記キャ
ップ部材の前記長手軸線は、前記パウチ受け入れスペースの前記長手軸線から横方向にオ
フセットしている、請求項９～１３のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１５】
　前記第１のクリップ部材は、前記第２のクリップ部材に面する内側側面と、外側側面と
を有しており、前記キャップ部材は、前記第１のクリップ部材の前記外側側面から延びて
いる、請求項９～１４のいずれか一項に記載の装置。
【請求項１６】
　前記第２のクリップ部材は、前記パウチの幅よりも短く延びており、これにより、パウ
チ内の前記第２のクリップ部材を超える域に流路を形成する、請求項９～１５のいずれか
一項に記載の装置。
【請求項１７】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材はそれぞれ、近位端及び遠位端を
有しており、前記第２のクリップ部材の前記遠位端は、前記第１のクリップ部材及び前記
第２のクリップ部材を前記パウチクリップ位置で固定するために前記第１のクリップ部材
の前記遠位端に接続可能である、請求項９～１６のいずれか一項に記載の装置。
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【請求項１８】
　流動材料を注出するための注ぎ口を有する可撓性パウチに収容された流動材料の流れを
制御する方法であって、
　前記注ぎ口から閉鎖装置を外すステップであって、前記閉鎖装置が、前記注ぎ口と密閉
係合可能なキャップ部材と、前記キャップ部材から延びるクリップアセンブリとを備え、
前記クリップアセンブリが、第１のクリップ部材と、前記第１のクリップ部材に接続され
、前記第１のクリップ部材と協働してパウチ受け入れスペースを画定する第２のクリップ
部材とを備える、ステップと、
　前記パウチの少なくとも一部分が前記パウチ受け入れスペースに位置しているときに、
前記パウチを通る前記流動材料の流れを前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ
部材が制限するように、前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材をパウチク
リップ位置で前記パウチの周囲に配置するステップと
を含む、方法。
【請求項１９】
　前記注ぎ口は、底部を有しており、前記方法は、
　前記注ぎ口の前記底部と、前記第１のクリップ部材と前記第２のクリップ部材のうちの
少なくとも一方とを噛み合わせて係合させるステップを更に含む、請求項１８に記載の方
法。
【請求項２０】
　前記第１のクリップ部材及び前記第２のクリップ部材が前記パウチクリップ位置にある
間に前記クリップアセンブリを前記注ぎ口に向かって動かすことによって、前記注ぎ口か
ら前記流動材料の少なくとも一部分を注出させるステップを更に含む、請求項１８又は１
９に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　[0001]幼児及び子供が使用するための食品及び飲料製品が入った可撓性パウチが販売さ
れていることがよくある。可撓性パウチは、便利かつ安価で使用が容易である。通常、可
撓性パウチから製品を注出するために注ぎ口が使用される。しかしながら、パウチの柔軟
な性質のため、注ぎ口から出る製品の流量がうまく制御されない。例えば、子供は、あま
りに強い力でパウチを絞り、望ましくない流量を生み出すことがある。
【０００２】
　[0002]そのため、可撓性パウチから出る材料の流れを制御するための改良した装置、及
びそのような装置をパウチを用いて便利かつ有用に達成するという需要がある。本明細書
に開示した発明概念が対象とするのはそのような装置である。
【０００３】
　[0003]本明細書に組み入れられ、本明細書の一部を構成している添付の図面は、説明文
と併せて本明細書に記載した１つ以上の実施形態を図示し、これらの実施形態を説明して
いる。
【図面の簡単な説明】
【０００４】
【図１】本明細書に開示した発明概念に従って作製した閉鎖装置が可撓性パウチと密閉係
合している様子の斜視図である。
【図２】図１の閉鎖装置がパウチクリップ位置にある様子を示した斜視図である。
【図３】本明細書に開示した本発明概念に従って作製した閉鎖装置の別の実施形態の上面
図である。
【図４】図３の閉鎖装置の側部立面図である。
【図５】図３の閉鎖装置の底部平面図である。
【図６】図３の線６－６に沿って切り取った閉鎖装置の断面図である。
【図７】図３の線７－７に沿って切り取った閉鎖装置の断面図である。
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【図８】図３の閉鎖装置がパウチクリップ位置にある様子を示した斜視図である。
【図９】本明細書に開示した本発明概念に従って作製した閉鎖装置の別の実施形態の上面
図である。
【図１０】図９の線１０－１０に沿って切り取った閉鎖装置の断面図である。
【図１１】本明細書に開示した発明概念に従って作製した閉鎖装置の別の実施形態の上面
図である。
【図１２】本明細書に開示した本発明概念に従って作製した閉鎖装置の更に別の実施形態
の上面図である。
【図１３】図１の閉鎖装置がパウチクリップ位置にある様子を示した側部立面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００５】
　[0017]本明細書に開示した発明概念の少なくとも１つの実施形態を詳細に説明する前に
、発明概念はその明細書内での作製の詳細、及び以下の説明に記載されているか図面に図
示されている構成要素又は工程又は方法の取り合わせに限定されないことを理解すべきで
ある。本明細書に開示した発明概念は、他の実施形態で可能であるか、あるいは様々な方
法で実施又は実行され得る。また、本明細書で用いた語句及び用語は、説明を目的とする
ものではなく、いかなる方法で本明細書に開示し特許請求した発明概念にも限定されると
みなしてはならないことを理解すべきである。
【０００６】
　[0018]発明概念の実施形態の以下の詳細な説明には、発明概念をより完全に理解しても
らうために、多数の特定の詳細が記載されている。しかしながら、本開示内の発明概念は
これらの特定の詳細がなくとも実施され得ることは当業者には明らかであろう。このほか
、本開示を無駄に複雑にするのを避けるため、公知の特徴は詳細に説明していない。
【０００７】
　[0019]本明細書で使用したように、「備える（comprises」、「備えている（comprisin
g）」、「含む（includes）」、「含んでいる（including）」、「有する（has）」、「
有している（having）」という用語及びそのあらゆる派生語は、非排他的な包含を網羅す
ることを意図している。例えば、要素の一覧を含むプロセス、方法、物品又は装置は、必
ずしもそのような要素のみに限定されるのではなく、明示的に列挙されていない、又はそ
の中に本来存在しないその他の要素も含み得る。
【０００８】
　[0020]特に別途明記しない限り、「又は（or）」は包括的なｏｒを指し、排他的なｏｒ
を指すのではない。例えば、Ａ又はＢという条件は、以下のいずれか１つによって満たさ
れる：Ａが真であり（又は存在し）Ｂが偽である（又は存在しない）、Ａが偽であり（又
は存在しない）、Ｂが真である（又は存在する）、そして、ＡもＢも両方真である（又は
存在する）。
【０００９】
　[0021]このほか、「１つ（a又はan）」の使用は、本明細書で開示した実施形態の要素
及び構成要素を説明するために用いられている。これは単に便宜上なされているのであり
、発明概念の全般的な意味を与えるためである。この記載には１つ又は少なくとも１つが
含まれると読むべきであり、単数形は、そうではないという明記がない限り、複数形も含
む。
【００１０】
　[0022]本明細書で使用したように、「実質的に（substantially）」、「約（about）」
、「およそ（approximately）」のような副詞、並びにその組み合わせ及び派生語は、そ
れらが形容する正確な量又は値のみを含むだけでなく、そのわずかないくらかの偏差も含
むことを意図しており、これは、例えば製造公差、測定誤差、摩滅及び消耗、様々な部分
にかかる応力、及びその組み合わせが原因となることがある。
【００１１】
　[0023]最後に、本明細書で使用したように、「１つの実施形態」又は「一実施形態」を
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指すものはいずれも、実施形態に関して記載した特定の要素、特徴、構造、又は特性が少
なくとも１つの実施形態に含まれていることを意味する。明細書の様々な箇所に「１つの
実施形態では」という語句があっても、それがすべて必ず同じ実施形態を指しているわけ
ではない。
【００１２】
　[0024]次に図面、より詳細には図１及び２を参照すると、キャップ部材１２と、キャッ
プ部材１２から延びるクリップアセンブリ１４とを備えている閉鎖装置１０が、流動材料
１８が入っている、注ぎ口２０を有する可撓性パウチ１６と併せて示されている。可撓性
パウチは当業者に公知であるため、本明細書では詳細に説明しない。一般に可撓性パウチ
１６は、任意の非浸透性可撓性材料で構成され得る。例えば、可撓性パウチ１６は、ポリ
マーシート又はホイルシートなどの１つ以上の可撓性シートで作製され得る。可撓性パウ
チ１６は、何らかの流動材料１８を収容するのに使用され得る。流動材料１８の非排他的
な例として、食品、飲料、顆粒及びガスが挙げられる。一例として、可撓性パウチ１６に
は、子供が消費するようになっているピューレ状の食品又は飲料を含む流動材料１８が入
っている。
【００１３】
　[0025]可撓性パウチ１６は、流動材料１８を注出するための注ぎ口２０を有する。注ぎ
口２０は、可撓性パウチ１６から延びる頂部分２２を有する。注ぎ口２０は筒状であって
よく、頂部分２２は外側にねじが切ってあってもよい。注ぎ口は、パウチ１６の内部に配
置された底部分２４を有していてもよいとともに、パウチ１６から流動材料１８を注出す
るための貫通チャネル２６も有していてもよい（図８）。ただし、キャップ部材１２と噛
み合って係合できるいかなる注ぎ口２０を使用してもよいことが理解されるであろう。
【００１４】
　[0026]図１及び２に示したように、１つの実施形態では、閉鎖装置１０は、注ぎ口２０
を受け入れて密閉するねじを切った筒状凹部２８を有するキャップ部材１２を有する。筒
状凹部２８は長手軸線を有する。１つの実施形態では、ねじを切った筒状凹部２８は、キ
ャップ部材１２の中央に配置されている。キャップ部材１２及び注ぎ口２０は、結合する
ようにねじを切ったものとして示されているが、スナップ嵌合などのその他の係合手段を
使用してもよいことは理解されるであろう。また、キャップ部材１２又は注ぎ口２０は、
安全シール（図示せず）を有していてもよい。
【００１５】
　[0027]クリップアセンブリ１４は、キャップ部材１２から延び、第１のクリップ部材３
２及び第２のクリップ部材３４を備えている。第１のクリップ部材３２は、第２のクリッ
プ部材３４に面する内側側面３６と、外側側面３８とを有する。第２のクリップ部材３４
は、第１のクリップ部材３２に面する内側側面４０と、外側側面４２とを有する。第１の
クリップ部材３２は、上部４４、下部４６、近位端４８、及び遠位端５０を有していても
よい。第２のクリップ部材３４は、上部５２、下部５４、近位端５６、及び遠位端５８を
有していてもよい。第２のクリップ部材３４は、第１のクリップ部材３２に接続されてい
る。１つの実施形態では、第２のクリップ部材３４の近位端５６は、第１のクリップ部材
３２の近位端４８に接続されている。第２のクリップ部材３４は、第１のクリップ部材３
２と協働して、長手軸線を有するパウチ受け入れスペース６０を形成する。キャップ部材
１２は、第１のクリップ部材３２の外側３８から延びているのが示されている。１つの実
施形態では、キャップ部材１２は、第１のクリップ部材３２の近位端４８と遠位端５０と
の間の中央に配置されている。ただし、あるいは、キャップ部材１２は、キャップ部材１
２がパウチ受け入れスペース６０の邪魔にならない限り、第２のクリップ部材３４の外側
４２から、又はクリップアセンブリ１４の任意の部分から延び得ることは理解されるであ
ろう。
【００１６】
　[0028]パウチ１６の少なくとも一部分がパウチ受け入れスペース６０（図２及び１３）
に配置されているときに、第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ部材３４は、パウ
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チ１６を通る流動材料１８の流れを第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ部材３４
が制限する又は抑制するように配置される、パウチクリップ位置を有する。第１のクリッ
プ部材３２及び第２のクリップ部材３４は、第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ
部材３４がパウチクリップ位置にあるときにパウチ１６を通る材料１８の流れを制限する
ように、互いに間隔をあけていてもよい。あるいは、第１のクリップ部材３２及び第２の
クリップ部材３４は、第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ部材３４がパウチクリ
ップ位置にあるときに、パウチ１６を通る材料１８の流れを抑制するように、互いに間隔
をあけていてもよい。
【００１７】
　[0029]第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ部材３４がパウチクリップ位置（図
２）でパウチ１６の周囲にあるときにキャップ部材１２がパウチ１６から間隔をあけてい
るように、キャップ部材１２の長手軸線は、パウチ受け入れスペース６０の長手軸線とは
横方向にオフセットしている。筒状凹部２８の長手軸線はパウチ受け入れスペース６０の
長手軸線に対して直角に示されているが、筒状凹部２８の長手軸線は、キャップ部材１２
がパウチ受け入れスペース６０の邪魔にならない限り、パウチ受け入れスペース６０の長
手軸線に対してどのような角度関係（平行を含む）にあってもよい。
【００１８】
　[0030]１つの実施形態では、第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ部材３４は、
互いに対して可動であり、パウチクリップ位置で付勢される。あるいは、別の実施形態で
は、第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ部材３４は互いに対して固定されており
、それによってパウチ受け入れスペース６０を固定する。
【００１９】
　[0031]１つの実施形態では、図８に示したように、パウチ１６は、第１の側６２及び第
２の側６４を有し、第１の側６２と第２の側６４との間には一定の幅があり、第１のクリ
ップ部材３２及び第２のクリップ部材３４は、パウチ１６の幅に沿って延びており、それ
によってパウチ１６から材料１８が流れるのを制限又は抑制する。あるいは、第１のクリ
ップ部材３２と第２のクリップ部材３４の少なくとも一方がパウチ１６の幅よりも短く延
びていてもよく、それによってパウチ１６内の流動材料１８に対する流路６６を形成する
（図１３を参照）。
【００２０】
　[0032]図１～５に示したように、１つの実施形態では、第１のクリップ部材３２の下部
４６と第２のクリップ部材３４の下部５４の少なくとも一方が、第１のクリップ部材３２
の上部４４及び第２のクリップ部材３４の上部５２に向かって湾曲していてもよい。第１
のクリップ部材３２は、第２のクリップ部材３４よりも湾曲が少なくてもよく、それによ
って第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ部材３４をパウチ１６の周囲に位置決め
してパウチクリップ位置を達成しやすくする。
【００２１】
　[0033]図３～８に示したのは、閉鎖装置１０ａの別の実施形態であり、前述した閉鎖装
置１０と実質的に同様だが、閉鎖装置１０ａが以下に記載するようにクリップアセンブリ
１４ａを有している点を除く。閉鎖装置１０ａでは、クリップアセンブリ１４ａは、第１
のクリップ部材３２ａ及び第２のクリップ部材３４ａを有し、両部材は互いに対面する内
側側面３６ａ、４０ａを有している。第２のクリップ部材３４ａは、第１のクリップ部材
３２ａに接続されている。第２のクリップ部材３４ａは、第１のクリップ部材３２ａと協
働して、長手軸線を有するパウチ受け入れスペース６０ａを形成する。第１のクリップ部
材３２ａ及び第２のクリップ部材３４ａは、パウチ１６の少なくとも一部がパウチ受け入
れスペース６０ａに位置しているときに、第１のクリップ部材３２ａ及び第２のクリップ
部材３４ａが、パウチ１６を通る流動材料１８の流れを制限する又は抑制するように配置
される、パウチクリップ位置（図８）を有する。
【００２２】
　[0034]第１のクリップ部材３２ａ及び第２のクリップ部材３４ａは、第１のクリップ部
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材３２ａ及び第２のクリップ部材３４ａの内側側面３６ａ、４０ａで対向している注ぎ口
受け入れ凹部６８、７０を有する。注ぎ口受け入れ凹部６８、７０は、第１のクリップ部
材３２ａ及び第２のクリップ部材３４ａがパウチクリップ位置にあるときに注ぎ口２０の
底部２４と噛み合って係合する（図８）。注ぎ口２０の下部２４と注ぎ口受け入れ凹部６
８、７０との係合で、クリップアセンブリ１４ａを注ぎ口２０及びパウチ１６に固定する
。
【００２３】
　[0035]図１～７に示したように、第１のクリップ部材３２、３２ａは、第１のクリップ
部材３２、３２ａからキャップ部材１２に延びる少なくとも１つの支持アームを有してい
てもよい。１つの実施形態では、第１支持アーム７２が第１のクリップ部材３２、３２ａ
の近位端４８、４８ａからキャップ部材１２まで延び、第２の支持アーム７４が第１のク
リップ部材３２、３２ａの遠位端５０、５０ａからキャップ部材１２まで延びている。１
つの実施形態では、第３の支持アーム７６が第２のクリップ部材３４、３４ａの近位端５
６、５６ａから第２のクリップ部材３４、３４ａの遠位端５８、５８ａまで延びている。
当然ながら、支持アーム７２、７４、７６をいくつ使用してもよく、支持アーム７２、７
４、７６はどのようなサイズであってもよいことは理解されるであろう。
【００２４】
　[0036]図９及び１０に図示したのは、閉鎖装置１０ｂの別の実施形態であり、前述した
閉鎖装置１０、１０ａと実質的に同様だが、閉鎖装置１０ｂが以下に記載するようにクリ
ップアセンブリ１４ｂを有している点を除く。クリップアセンブリ１４ｂは、キャップ部
材１２から延び、第１のクリップ部材３２ｂ及び第２のクリップ部材３４ｂを備えている
。第１のクリップ部材３２ｂは、第２のクリップ部材３４ｂに面する内側側面３６ｂと、
外側側面３８ｂとを有する。第２のクリップ部材３４ｂは、第１のクリップ部材３２ｂに
面する内側側面４０ｂと、外側側面４２ｂとを有する。第１のクリップ部材３２ｂは、上
部４４ｂ、下部４６ｂ、近位端４８ｂ、及び遠位端５０ｂを有していてもよい。第２のク
リップ部材３４ｂは、上部５２ｂ、下部５４ｂ、近位端５６ｂ、及び遠位端５８ｂを有し
ていてもよい。第２のクリップ部材３４ｂは、第１のクリップ部材３２ｂに接続されてい
る。第２のクリップ部材３４ｂは、第１のクリップ部材３２ｂと協働して、長手軸線を有
するパウチ受け入れスペース６０ｂを形成する。
【００２５】
　[0037]第１のクリップ部材３２ｂ及び第２のクリップ部材３４ａは、パウチ１６の少な
くとも一部がパウチ受け入れスペース６０ｂに位置しているときに、第１のクリップ部材
３２ｂ及び第２のクリップ部材３４ｂが、パウチ１６を通る流動材料１８の流れを制限す
るように配置される、パウチクリップ位置を有する。第１のクリップ部材３２ｂと第２の
クリップ部材３２ｂの少なくとも一方は凹部７８を有し、この凹部は、近位端４８ｂ、５
６ｂと遠位端５０ｂ、５８ｂとの間に配置され、下部４６ｂ、５４ｂから上部４４ｂ、５
２ｂまで延びており、それによって、クリップアセンブリ１４ｂがクリップパウチ位置に
あるときにパウチ１６内の流動材料１８に対する流路８０を画定する。
【００２６】
　[0038]図１１に図示したのは、閉鎖装置１０ｃの別の実施形態であり、前述した閉鎖装
置１０、１０ａと実質的に同様だが、閉鎖装置１０ｃがパウチ１６上に固定可能なクリッ
プアセンブリ１４ｃを有している点を除く。閉鎖装置１０ｃでは、クリップアセンブリ１
４ｃは、第１のクリップ部材３２ｃ及び第２のクリップ部材３４ｃを有し、両部材は互い
に対面する内側側面３６ｃ、４０ｃを有している。第１のクリップ部材３２ｃは、近位端
４８ｃ及び遠位端５０ｃを有する。第２のクリップ部材３４ｃは、近位端５６ｃ及び遠位
端５８ｃを有する。第２のクリップ部材３４ｃの近位端５６ｃは、第１のクリップ部材３
２ｃの近位端４８ｃに接続されている。第２のクリップ部材３４ｃは、第１のクリップ部
材３２ｃと協働して、長手軸線を有するパウチ受け入れスペース６０ｃを形成する。第１
のクリップ部材３２ｃ及び第２のクリップ部材３４ｃは、パウチ１６の少なくとも一部が
パウチ受け入れスペース６０ｃに位置しているときに、第１のクリップ部材３２ｃ及び第
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２のクリップ部材３４ｃが、パウチ１６を通る流動材料１８の流れを制限する又は抑制す
るように配置される、パウチクリップ位置を有する。
【００２７】
　[0039]第２のクリップ部材３４ｃの遠位端５８ｃは、第１のクリップ部材３２ｃの遠位
端５０ｃに接続可能である。クリップアセンブリ１４ｃがパウチクリップ位置にあり、第
２のクリップ部材３４ｃの遠位端５８ｃが第１のクリップ部材３２ｃの遠位端５０ｃに接
続されているとき、クリップアセンブリ１４ｃはパウチクリップ位置で固定される。１つ
の実施形態では、第２のクリップ部材の遠位端５８ｃは舌部８２を有し、第１のクリップ
部材３２ｃの遠位端５０ｃは受容部８４を有して、第１のクリップ部材３２ｃを第２のク
リップ部材３４ｃに固定する。ただし、第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ部材
３４をパウチクリップ位置で固定できるどのようなラッチ機構を使用してもよいことは理
解されるであろう。
【００２８】
　[0040]図１２に図示したように、１つの実施形態では、閉鎖装置１０ｄは、前述した閉
鎖装置１０、１０ａと実質的に同様だが、閉鎖装置１０ｄがクリップアセンブリ１４ｄを
有している点を除く。装置１０ｄでは、クリップアセンブリ１４ｄは、第１のクリップ部
材３２ｄ及び第２のクリップ部材３４ｄを有し、両部材は互いに対面する内側側面３６ｄ
、４０ｄを有している。第１のクリップ部材３２ｄは、近位端４８ｄ及び遠位端５０ｄを
有する。第２のクリップ部材３４ｄは、近位端５６ｄ及び遠位端５８ｄを有する。第２の
クリップ部材３４ｄの近位端５６ｄは、第１のクリップ部材３２ｄの近位端４８ｄに接続
されている。第２のクリップ部材３４ｄは、第１のクリップ部材３２ｄと協働して、長手
軸線を有するパウチ受け入れスペース６０ｄを形成する。第１のクリップ部材３２ｄ及び
第２のクリップ部材３４ｄは、パウチ１６の少なくとも一部がパウチ受け入れスペース６
０ｄに位置しているときに、第１のクリップ部材３２ｄ及び第２のクリップ部材３４ｄが
、パウチ１６を通る流動材料１８の流れを制限する又は抑制するように配置される、パウ
チクリップ位置を有する。第１のクリップ部材３２ｄの内側側面３６ｄと第２のクリップ
部材３４ｄの内側側面４０ｄの少なくとも一方は、近位端４８ｄ、５６ｄと遠位端５０ｄ
、５８ｄとの間でもう一方の内側側面３６ｄ、４０ｄから離れて湾曲している。
【００２９】
　[0041]次に図１～８、及び１３を参照し、閉鎖装置１０、１０ａの使用方法を説明する
。図１に図示したように、初めにキャップ部材１２は、注ぎ口２０の上部２２を受け入れ
て密閉し得る。図２に図示したように、使用者は、キャップ部材１２を注ぎ口２０から外
すことができ、任意選択で、パウチ１６を通る材料１８の流れを制限する又は抑制するた
めに、クリップパウチ位置でクリップアセンブリ１４、１４ａの第１のクリップ部材３２
、３２ａ及び第２のクリップ部材３４、３４ａをパウチ１６の周囲に設置し得る。
【００３０】
　[0042]図３～８に示したように、閉鎖装置１０ａが前述した注ぎ口受け入れ凹部６８、
７０を有する実施形態では、使用者は、クリップアセンブリ１４ａの第１のクリップ部材
３２ａ及び第２のクリップ部材３４ａをパウチ１６の周囲に設置してから、注ぎ口２０の
下部２４を注ぎ口受け入れ凹部６８、７０に噛み合わせて係合させ（図８）、閉鎖装置１
０ａを注ぎ口２０及びパウチ１６に固定するのを補助し得る。閉鎖装置１０ａは、パウチ
１６から材料１８が流れるのを制限するために使用され得る。あるいは、閉鎖装置１０ａ
は、パウチ１６から材料１８が流れるのを抑制するために使用されてもよい。
【００３１】
　[0043]図１１に図示したように、使用者は、第２のクリップ部材３４ｃの遠位端５８ｃ
を第１のクリップ部材３２ｃの遠位端５０ｃに接続することによって、閉鎖装置１０ｃを
パウチ１６に固定する、又は更に固定することができる。
【００３２】
　[0044]図８及び１３に示したように、１つの実施形態では、閉鎖装置１０は、パウチ１
６の少なくとも一部から材料１８が流れるのを抑制する。使用者が注ぎ口２０と閉鎖装置
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１０との間で材料１８を入手できるが、使用者が閉鎖装置１０の位置を超えて材料１８を
入手するのを抑制して、例えば使用者が材料１８の一部を摂取できるが全部は摂取できな
いように、閉鎖装置１０はパウチ１６上に配置され得る。
【００３３】
　[0045]別の使用方法では、第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ部材３４は、パ
ウチクリップ位置で注ぎ口２０の下でパウチ１６の周囲に配置されてもよい。その場合、
第１のクリップ部材３２及び第２のクリップ部材３４がパウチクリップ位置にある間にク
リップアセンブリ１４を注ぎ口２０に向かって動かすことができ、それによってパウチ１
６内の材料１８を注ぎ口２０に向かって流し、注ぎ口２０から注出するように仕向ける。
【００３４】
　[0046]上記の説明から、本明細書に開示した発明概念は、本明細書で言及した目的を実
行し、本明細書で言及した利点のほか、本明細書に開示した発明概念に固有の利点も達成
するように十分適応していることは明らかである。本明細書に開示した発明概念の例示的
な実施形態を本開示のために説明したが、当業者に容易に示唆され、本明細書に開示し特
許請求した発明概念の範囲内で達成される多数の変化を加えてもよいことが理解されるで
あろう。
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